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1．はじめに  

 

 現在の官公庁の会計⽅式は、現⾦の収⼊・⽀出という事実に着⽬して整理されており、客観性の⾼い

予算の執⾏と現⾦収⽀の厳密な管理という⾯において優れていますが、保有している固定資産などの残

⾼や、将来負担しなければいけない負債などのストックの情報が蓄積されず、また年度ごとの実質的な

コストの把握が難しいといった、⻑期的かつ総合的な情報が不⾜していました。 

 

 平成１８年６⽉に施⾏された「簡素で効率的な政府を実現するための⾏政改⾰推進に関する法律」に

基づき、地⽅公共団体の資産・債務改⾰の⼀つとして「新地⽅公会計制度の整備」が位置付けられ、発

⽣主義・現⾦主義の考えによる会計の導⼊を図ることや「統⼀的な基準による地⽅公会計の整備促進に

ついて」が⽰されることによりすべての地⽅公共団体が統⼀的な基準による財務書類を作成することが

要請されております。 

 

これらの要請を受け、平成２８年度決算より企業会計的⼿法を取り⼊れた発⽣主義・複式簿記とし

て、歳⼊・歳出の現⾦取引のみならず、すべてのフロー情報や、ストック情報を網羅的に公正価値で把

握できるよう⾒直し、「統⼀的な基準」による財務書類を作成し、公表してまいりました。 

 発⽣主義・複式簿記による財務書類を作成することにより、所有する全ての資産と負債の状況や、⾏

政サービスに要したコストを把握することができますので、今後は他団体との⽐較を⾏うことで、財政

状況の特徴や課題を明らかにし、それらの分析内容を充分活⽤して、より⼀層効率的な財政運営に取り

組んでまいります。 
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2．統⼀的な基準による地⽅公会計の財務書類とは  

 

（１）財務書類の体系 

地⽅公共団体の財務書類の体系は、貸借対照表、⾏政コスト計算書、純資産変動計算書、資⾦収⽀計

算書やこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書とします。 

 

（２）財務書類の作成単位 

財務書類の作成単位は、⼀般会計等を基礎とし、さらに⼀般会計等に地⽅公営事業会計を加えた全体

財務書類、全体財務書類に地⽅公共団体の関連団体を加えた連結財務書類とします。  

 

（３）会計処理  

財務書類は、公会計に固有の会計処理も含め、総勘定元帳等の会計帳簿から誘導的に作成します。  

 

（４）作成基準⽇  

財務書類の作成基準⽇は、会計年度末（３⽉３１⽇）とします。ただし、出納整理期間中の現⾦の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。 

 

（５）財務書類の作成範囲  

 
 

 
 
 
 

 
● 泉南清掃事務組合 
● ⼤阪府後期⾼齢者医療広域連合   
● ⼤阪広域⽔道企業団 
● 泉州南消防組合 
 
 

 
● 国⺠健康保険特別会計   ● 病院事業会計 
● 財産区特別会計      ● 下⽔道事業会計 
● 介護保険特別会計         
● 後期⾼齢者医療特別会計         

全体会計 

連結会計 

 
● ⼀般会計             

⼀般会計等 
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3．本市における財務書類  

１．貸借対照表  

 （単位︓百万円）  

勘定科⽬名 ⼀般会計 全体会計 連結会計 勘定科⽬名 ⼀般会計 全体会計 連結会計 

資産の部 
 

  負債の部  
  

 固定資産 38,787 59,285 73,928  固定負債 17,585 34,504 42,057 

 有形固定資産 35,499 53,233 67,785 

 

 地⽅債 14,359 21,460 25,305 

  
事 業 ⽤ 資

産 
21,441 23,626 24,237  

退職⼿当引

当⾦ 
3,219 3,219 4,102 

 

 

イ ン フ ラ

資産 
13,898 29,356 41,403  その他 7 9,825 12,650 

物品 160 251 2,145 流動負債 1,580 2,366 3,431 

無形固定資産 3 2,414 2,584 

 

１年内償還

予定地⽅債 
1,334 2,038 2,744 

投資その他の

資産 
3,284 3,638 3,558 

賞与等引当

⾦ 
235 259 322 

 

基⾦ 

（減債・その他） 
2,159 2,945 3,091 その他 12 68 366 

その他 1,125 693 467 負債合計 19,166 36,869 45,488 

流動資産 1,506 2,891 4,601 純資産の部 

現⾦預⾦ 427 1,053 2,656 
 

固定資産等形

成分 
39,777 60,880 75,523 

未収⾦ 81 246 309 

基⾦ 

（財政調整） 
990 1,595 1,595  

余剰分 

（不⾜分） 
-18,649 -35,574 -42,483 

その他 7 -4 41 純資産合計 21,127 25,307 33,041 

資産合計 40,293 62,176 78,529 負債・純資産合計 40,293 62,176 78,529 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。            

①  貸借対照表とは 

貸借対照表は、地⽅公共団体の基準⽇（会計年度末）時点における資産保有状況や財源

調達状況を⽰した財務書類です。貸借対照表により、基準⽇時点における地⽅公共団体の

資産、負債や純資産といったストックの残⾼が明らかになります。  

  資産はインフラ資産等の将来の⾏政サービス提供能⼒を有するものや貸付⾦等の将来の

資⾦流⼊をもたらすもの、負債は地⽅債等の将来の資⾦流出をもたらすもの、純資産は資

産と負債の差額であり、税収等の将来の資⾦流出を伴わない財源等が計上されます。  
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②  貸借対照表からみえること  （百万円単位を四捨五⼊しています。） 

 本年度末の⼀般会計等の資産額は 402.9 億円、負債額は 191.6 億円となり、資産総額か

ら負債総額を差し引いた純資産額は 211.3 億円となっております。  

 資産のうち 355.0 億円（88.1%）が有形固定資産となっております。その内訳として事

業⽤資産が 214.4 億円（53.2%）、インフラ資産が 139.0 億円（34.5％）を占めておりま

す。  

 ⼀⽅負債は資産形成のために発⾏した地⽅債が⻑期分で 143.6 億円、短期分で 13.3 億円

と負債全体の 81.9%を占めています。負債総額は 191.6 億円で総資産に占める割合として

は 47.6%（191.6 億円／402.9 億円×100％）にとどまりますが、総資産から換⾦可能性の

ないインフラ資産を除いた⾦額で算定すると 72.6%（191.6 億円／263.9 億円×100％）と

資産総額の 7 割程度の負債を抱えていることとなります。  

 他⽅で、これまでの世代（過去・現世代）によってすでに負担された割合を把握するこ

とができる純資産⽐率（12 ページ参照）は 52.4％であり、昨年度（50.1％）に⽐べ、将来

世代への負担が軽減されていることわかります。  

 

 科  ⽬  等  説  明   

貸借対照表︓基準⽇時点における資産保有状況及び財源調達状況を⽰した財務書類「資

産」・「負債」・「純資産」といったストックの残⾼が明らかになります。  

⽤ 語  説 明  具 体 例  ⽤語  説明  具 体 例  

資 産  資 産 将 来 の 世 代 に 引 き 継 ぐ 社

会 資 本 や 投 資 、 基 ⾦ な ど 現 ⾦

化 す る こ と が 可 能 な 財 産  

 負債  市 債 や 退 職 給 付 引 当 ⾦

な ど 将 来 の 世 代 の 負 担

と な る も の  

 

 固 定 資 産  1 年 以 上 現 ⾦ 化 さ れ な い も

の 。 ⼜ は 、 現 ⾦ 化 に ふ さ わ し

く な い も の  

  固 定 負 債  流 動 負 債 以 外 の も の  地 ⽅ 債 ⻑ 期 未

払 ⾦ 、 退 職 ⼿

当 引 当 ⾦  

 有 形  

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産 の う ち 物 的 な 実

体 を も つ 資 産  

⼟ 地 、 建

物 、 ⼯ 作 物  

流 動 負 債  1 年 以 内 に 費 ⽤ 化 さ れ る

も の  

1 年 内 償 還 予 定

地 ⽅ 債 、 賞 与

等 引 当 ⾦  

 事 業 ⽤ 資

産  

事 業 ⽤ 資 産 公 共 サ ー ビ ス に 供

さ れ て い る 資 産 で イ ン フ ラ 資

産 、 物 品 以 外 の 資 産  

市 役 所 庁 舎  

地 域 交 流 館  

純 資 産  現 在 ま で の 世 代 が 負 担

し た ⾦ 額 で 、 正 味 の 資

産  

 

イ ン フ ラ

資 産  

イ ン フ ラ 資 産 社 会 基 盤 と な る

資 産  

道 路 、 橋

梁 、 公 園  

物 品  地 ⽅ ⾃ 治 法 第 239 条 第 1 項 に

規 定 す る も の で 、 原 則 と し て

取 得 価 額 ま た は ⾒ 積 も り 価 格

が 50 万 円 以 上 の 資 産  

公 ⽤ ⾞ 、 防

犯 カ メ ラ  

 固 定 資 産 等

形 成 分  

資 産 形 成 の た め に 充 当

し た 資 源 の 蓄 積 を い

い 、 ⾦ 銭 以 外 の 形 態 で

保 有  

 

無 形 固 定 資

産  

形 は な い が 、 所 有 す る こ と に

よ っ て 収 益 を も た ら す こ と が

期 待 さ れ る 資 産  

ソ フ ト ウ ェ

ア  

投 資 そ の 他

の 資 産  

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 以 外 の ⻑

期 所 有 ⽬ 的 の 資 産 の こ と  

出 資 ⾦  

基 ⾦  

⻑ 期 貸 付 ⾦  

余 剰 分 （ 不

⾜ 分 ）  

地 ⽅ 公 共 団 体 の 費 消 可

能 な 資 源 の 蓄 積 を い

い 、 ⾦ 銭 の 形 態 で 保 有  

 

流 動 資 産  1 年 以 内 に 現 ⾦ 化 さ れ る 資 産  現 ⾦ 預 ⾦  

未 収 ⾦  

基 ⾦  
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２．⾏政コスト計算書  

（単位︓百万円） 

勘定科⽬名 ⼀般会計等 全体会計 連結会計 

経常費⽤ 18,723 30,280 38,885 

業務費⽤ 7,839 9,609 12,395 

⼈件費 3,578 3,876 4,650 

職員給与費 2,608 2,838 3,460 

その他⼈件費 971 1,038 1,190 

物件費等 4,023 5,070 7,008 

物件費 2,947 3,272 4,326 

維持補修費 100 105 273 

減価償却費 976 1,694 2,391 

その他物件費 － － 19 

その他の業務費⽤ 238 663 737 

⽀払利息 88 217 274 

その他業務費⽤ 150 445 463 

移転費⽤ 10,884 20,671 26,490 

補助⾦等 2,686 14,912 20,731 

社会保障給付 5,735 5,738 5,738 

その他移転費⽤ 2,443 21 21 

経常収益 379 863 2,463 

使⽤料及び⼿数料 203 555 2,076 

その他経常収益 176 308 387 

純経常⾏政コスト 18,344 29,417 36,422 

臨時損失 1 1 2 

臨時利益 29 29 49 

純⾏政コスト 18,316 29,388 36,376 

 

 

 

 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 



6 
 

① ⾏政コスト計算書とは 

⾏政コスト計算書は、⼀会計期間における⾏政活動に係る費⽤と当該⾏政活動との直接的な対価性を

有する使⽤料・⼿数料等の収益を対⽐させた財務書類となります。その差額として、地⽅公共団体の⼀

会計期間中の⾏政活動について税収等で賄うべきコスト（純⾏政コスト）が明らかになります。 

⾏政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に対応するものといえるが、損益計算書が⼀会計

期間の営業活動に伴う収益と費⽤を対⽐して当期純利益を計算するのに対し、⾏政コスト計算書は前述

の費⽤と収益を対⽐して純⾏政コストを計算する点で⼤きく異なるものとなります。これは、損益計算

書においては、売上⾼は企業が提供する財貨やサービスの直接の対価であることから収益として計上さ

れるのに対し、⾏政コスト計算書においては、税収が直接的な対価性を前提とせずに住⺠から徴収され

る財源であることから収益として計上されず、純資産変動計算書に計上されることなどによるもので

す。 

② ⾏政コスト計算書からみえること （百万円単位を四捨五⼊しています。） 

 1 年間での⼀般会計等の⾏政活動に要した経常費⽤は 187.2 億円で、経常収益は 3.8 億円となってお

ります。経常費⽤から経常収益を差引し、臨時の損益を加えた純⾏政コストは 183.2 億円となっており

ます。 

 経常費⽤のうち、⼈にかかるコストは⾏政サービス提供の担い⼿である職員等の⼈件費で 35.8 億円

（19.1%）となっております。 

 また、物にかかるコストは業務委託や消耗品費などの経費、減価償却費等で 40.2 億円（21.5%）と

なっております。 

 その他、移転にかかるコストとして補助⾦等や社会保障関係の扶助費があり 108.8 億円（58.1％）

と多くを占めております。 

 

 科  ⽬  等  説  明   

⾏政コスト計算書︓⼀会計期間における⾏政活動に係る費⽤と当該⾏政活動との直接的な

対価性を有する使⽤料・⼿数料等の収益を対⽐させた財務書類  

⽤語 説明 具体例 

経常費⽤① 毎会計年度、経常的に発⽣する費⽤  

 業務費⽤ 経常費⽤のうち、移転費⽤にかかる費⽤以外の費⽤  

 ⼈件費等 ⼈にかかる費⽤ 議員・職員給与、退職⼿当引当⾦ 

物件費等 物件費にかかる費⽤ 物件費、減価償却費、維持管理費 

その他の業務費⽤ 業務費⽤のうち⼈件費等、物件費等以外にかかる費⽤ ⽀払利息、徴収不能引当繰⼊額 

移転費⽤ 他の所へ移転される費⽤ 補助⾦等、社会保障給付 

経常収益② 毎会計年度、経常的に発⽣する収益 使⽤料及び⼿数料 

純経常⾏政コスト（A） （Ａ）＝①－②  

臨時損失③ 災害復旧事業に要した経費、資産を処分した際に発⽣した損

失等、臨時に発⽣する費⽤ 

災害復旧事業費、資産除却損 

臨時利益④ 資産を処分した際に発⽣した利益 資産売却益 

純⾏政コスト（B） （Ｂ）＝（Ａ）+③－④  
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３．純資産変動計算書  

（単位︓百万円） 

勘定科⽬名 合計 
 

固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 
前年度末純資産残⾼ 20,025 39,408 -19,383 

純⾏政コスト（△） -18,316  -18,316 
財源 19,424  19,424 

税収等 12,470  12,470 
国府等補助⾦ 6,954  6,954 

本年度差額 1,108  1,108 
固定資産等の変動（内部変動）  374 -374 

有形固定資産等の増加  375 -375 
有形固定資産等の減少  -1,000 1,000 
貸付⾦・基⾦等の増加  1,559 -1,559 
貸付⾦・基⾦等の減少  -560 560 

その他 -5 -5  
本年度純資産変動額 1,102 369 733 
本年度末純資産残⾼ 21,127 39,777 -18,649 

 

勘定科⽬名 合計 
 

固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 
前年度末純資産残⾼ 23,760 60,943 -37,182 

純⾏政コスト -29,388  -29,388 
財源 30,486  30,486 

税収等 16,898  16,898 
国府等補助⾦ 13,588  13,588 

本年度差額 1,097  1,097 
固定資産等の変動（内部変動）  -310 310 

有形固定資産等の増加  285 -285 
有形固定資産等の減少  -1,718 1,718 
貸付⾦・基⾦等の増加  2,170 -2,170 
貸付⾦・基⾦等の減少  -1,047 1,047 

その他 449 249 201 
本年度純資産変動額 1,546 -62 1,608 
本年度末純資産残⾼ 25,307 60,880 -35,574 

 

勘定科⽬名 合計 
 

固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 
前年度末純資産残⾼ 31,552 76,189 -44,637 

純⾏政コスト -36,376  -36,376 
財源 37,657  37,657 

税収等 20,561  20,561 
国府等補助⾦ 17,096  17,096 

本年度差額 1,281  1,281 
固定資産等の変動（内部変動）  -582 582 

有形固定資産等の増加  445 -445 
有形固定資産等の減少  -2,222 2,222 
貸付⾦・基⾦等の増加  2,307 -2,307 
貸付⾦・基⾦等の減少  -1,112 1,112 

その他 208 -83 292 
本年度純資産変動額 1,489 -666 2,155 
本年度末純資産残⾼ 33,041 75,523 -42,483 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 

 

⼀般会計等 

全体会計 

連結会計 
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① 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が⼀会計期間においてどのように変動したかを⽰す財務

書類となります。 

純資産変動計算書においては、⾏政コスト計算書で算出された純⾏政コストが純資産の減少要因とし

て計上され、税収等や国府等補助⾦といった財源が純資産の増加要因として計上されることなどを通じ

て、⼀会計期間の純資産総額の変動が明らかにされます。 

  純資産総額は、固定資産等形成分や余剰分（不⾜分）に分類されますが、これは、純資産がどのよう

な資産形成等に⽤いられているかを明らかにするものとなります。 

  純資産変動計算書は、企業会計における株主資本等変動計算書に対応するものといえますが、株主資

本等変動計算書では資本取引と損益取引の区別が重視されるのに対して、純資産変動計算書では純資産

の財源の充当先による区分が重視される点が異なります。 

 

② 純資産変動計算書からみえること（百万円単位を四捨五⼊し、端数調整を⾏っています。） 

 本年度の⼀般会計等における純資産は、税収や国府等補助⾦の財源と、前述の⾏政コストとの差額等

により余剰分（不⾜分）が11.1億円増加したこともあり、11.0億円増加しています。純資産の増加の内

訳としては、基⾦積⽴⾦の増加等により固定資産等形成分が3.7億円増加し、余剰分（不⾜分）が7.3億

円増加しています。 

  

 科  ⽬  等  説  明   

純資産変動計算書︓貸借対照表上の純資産が⼀会計期間においてどのように変動した

かを⽰す財務書類  

 
⽤ 語  説 明  具 体 例  

前 年 度 末 純 資 産 残 ⾼  前 年 度 末 の 純 資 産 額   

純 ⾏ 政 コ ス ト  ⾏ 政 コ ス ト 計 算 書 の 純 ⾏ 政 コ ス ト と ⼀ 致   

税 収 等  財 源 と し て 調 達 し た 税 収 等  市 税 、 地 ⽅ 交 付 税 、 交 付 ⾦ 等  

国 府 等 補 助 ⾦  財 源 と し て 調 達 し た 国 庫 補 助 ⾦ 等  国 庫 ⽀ 出 ⾦ 、 府 ⽀ 出 ⾦  

本 年 度 差 額  純 ⾏ 政 コ ス ト と 調 達 し た 財 源 の 差 額 。 純 ⾏ 政 コ ス ト が

税 収 等 の 財 源 で ど れ だ け 賄 わ れ て い る か を 表 す  

 

固 定 資 産 変 動 等 の 変 動  

（ 内 部 変 動 ）  

純 資 産 の 内 訳 の う ち 、 固 定 資 産 等 の 変 動 を 表 し た も の   

そ の 他  資 産 の 評 価 、 無 償 譲 渡 し た も の 、 上 記 以 外 の 純 資 産 及

び そ の 内 部 構 成 の 変 動  

資 産 評 価 差 額 、 無 償 所 管 換 等  

本 年 度  

純 資 産 変 動 額  

本 年 度 中 の 純 資 産 の 変 動 額 総 額   

本 年 度 末  

純 資 産 残 ⾼  

今 年 度 の 貸 借 対 照 表 の 純 資 産 額 と ⼀ 致   
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４．資⾦収⽀計算書  

（単位︓百万円） 

勘定科⽬名 ⼀般会計等 全体会計 連結会計 

業務（⾏政サービス）活動収⽀    

業務（⾏政サービス）⽀出 17,837 28,667 36,903 

業務（⾏政サービス）費⽤⽀出 6,952 7,996 10,412 

 ⼈件費⽀出 3,681 3,980 4,755 

物件費等⽀出 3,043 3,376 4,632 

⽀払利息⽀出 88 217 274 

その他の⽀出 141 424 751 

移転費⽤⽀出 10,884 20,671 26,490 

業務（⾏政サービス）収⼊ 19,730 31,180 40,084 

臨時⽀出 － 0 1 

臨時収⼊ － 0 1 

業務（⾏政サービス）活動収⽀ 1,893 2,513 3,181 

投資活動収⽀    

投資活動⽀出 1,834 2,015 2,481 

公共施設等整備費⽀出 375 519 846 

基⾦積⽴⾦⽀出 1,247 1,486 1,622 

その他投資活動⽀出 201 10 12 

投資活動収⼊ 605 572 659 

国府等補助⾦収⼊ 112 147 159 

基⾦取崩収⼊ 437 523 585 

その他投資活動収⼊ 57 -97 -85 

投資活動収⽀ -1,228 -1,443 -1,821 

財務活動収⽀    

財務活動⽀出 1,454 2,306 2,774 

地⽅債償還⽀出 1,454 2,306 2,773 

その他財務活動⽀出 － － 1 

財務活動収⼊ 789 1,268 1,403 

地⽅債発⾏収⼊ 789 1,114 1,249 

その他財務活動収⼊ － 154 154 

財務活動収⽀ -665 -1,037 -1,371 

本年度資⾦収⽀額 0 33 -11 

前年度末資⾦残⾼ 427 1,021 2,668 

本年度末資⾦残⾼ 427 1,053 2,656 

 ※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 
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① 資⾦収⽀計算書とは 

資⾦収⽀計算書は、⼀会計期間における地⽅公共団体の⾏政活動に伴う現⾦等の資⾦の流れを業務活

動収⽀、投資活動収⽀や財務活動収⽀に分けて⽰しています。現⾦収⽀は歳⼊歳出決算書においても明

らかにされますが、資⾦収⽀計算書においては、資⾦の流れが業務活動収⽀、投資活動収⽀や財務活動

収⽀に分けて記載されることで資⾦の増減要因が明らかになるのが特徴であります。 

収⼊は税収等や（業務活動に係る）国府等補助⾦、使⽤料及び⼿数料等を計上するものとなります。 

また、業務活動収⽀（⽀払利息⽀出を除く。）と投資活動収⽀（基⾦積⽴⽀出や基⾦取崩収⼊を除

く。）の合算により基礎的財政収⽀（プライマリーバランス）を明らかにすることができます。 

 

② 資⾦収⽀計算書からみえること  （百万円単位を四捨五⼊しています。） 

 令和３年度決算の⼀般会計等における業務（⾏政サービス）活動収⽀は 18.9 億円のプラスですが、投

資活動収⽀においては 12.3 億円のマイナスとなります。業務（⾏政サービス）活動収⽀の内訳として⽀

払利息⽀出が 0.9 億円あり、投資活動収⽀の内訳として基⾦での収⽀が 8.1 億円あるため、基礎的財政

収⽀（プライマリーバランス）の⾦額は 15.6 億円のプラス[業務活動収⽀（18.9）－{△⽀払利息⽀出

（△0.9）}]+［投資活動収⽀（△12.3）－{△基⾦積⽴⾦⽀出（△12.5）+基⾦取崩収⼊（4.4）} ]と

なります。 

 また、財務活動収⽀は 6.7 億円のマイナスとなっており、その内訳としては地⽅債発⾏収⼊が 7.9 億

円に対して地⽅債の償還⽀出が 14.6 億円となっており、発⾏額が負債の返済額より下回っていること

を⽰しています。 

 

 科  ⽬  等  説  明   

 

資⾦収⽀計算書︓⼀会計期間における⾏政活動に伴う現⾦等の流れを業務活動収⽀、投

資活動収⽀及び財務活動収⽀に分けた財務書類  

⽤ 語  説 明  具 体 例  

業 務 活 動 収 ⽀ （ A）  市 政 を 運 営 す る 上 で 発 ⽣ す る 資 ⾦ 収 ⽀ を 計 上 し た も の   

 業 務 活 動 ⽀ 出 ①  市 政 を 運 営 す る 上 で 経 常 的 に 発 ⽣ す る 資 ⾦ の ⽀ 出 を 計 上

し た も の  

 

 業 務 費 ⽤ ⽀ 出  経 常 的 に 発 ⽣ す る 費 ⽤ ⽀ 出 の う ち 、 移 転 費 ⽤ ⽀ 出 に か か る

⽀ 出 以 外 の 費 ⽤ ⽀ 出 を 表 し た も の  

⼈ 件 費 、 物 件 費 等 、 ⽀ 払 利

息 ⽀ 出  

移 転 費 ⽤ ⽀ 出  他 の 所 へ 移 転 さ れ る ⽀ 出 を 表 し た も の  補 助 ⾦ 、 社 会 保 障 給 付 ⽀ 出  

業 務 収 ⼊ ②  市 政 を 運 営 す る 上 で 、 経 常 的 に 発 ⽣ す る 資 ⾦ の 収 ⼊ を 計 上

し た も の  

税 収 、 国 府 等 補 助 ⾦ 、 使 ⽤

料 、 ⼿ 数 料  

臨 時 ⽀ 出 ③  災 害 復 旧 、 賠 償 ⾦ 等 の 臨 時 的 に 発 ⽣ す る ⽀ 出 を 表 し た も

の  

災 害 復 旧 事 業 費 ⽀ 出  

臨 時 収 ⼊ ④  災 害 復 旧 、 賠 償 ⾦ 等 の 臨 時 的 に 発 ⽣ す る 収 ⼊ を 表 し た も

の  

 

投 資 活 動 収 ⽀ （ B）  公 共 資 産 の 整 備 や 貸 付 ⾦ 、 基 ⾦ な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦

収 ⽀ を 計 上 し た も の  
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 投 資 活 動 ⽀ 出 ⑤  公 共 資 産 の 整 備 や 貸 付 ⾦ 、 基 ⾦ な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦

の ⽀ 出 を 表 し た も の  

公 共 施 設 等 整 備 費 ⽀ 出 、 基

⾦ 積 ⽴ ⾦ ⽀ 出  

投 資 活 動 収 ⼊ ➅  公 共 資 産 の 整 備 や 貸 付 ⾦ 、 基 ⾦ な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦

の 収 ⼊ を 表 し た も の  

国 府 等 補 助 ⾦ 収 ⼊ 、 基 ⾦ 取

崩 収 ⼊  

財 務 活 動 収 ⽀ （ C）  地 ⽅ 債 の 償 還 な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦ 収 ⽀ を 計 上 し た も

の  

 

 財 務 活 動 ⽀ 出 ⑦  地 ⽅ 債 の 償 還 な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦ の ⽀ 出 を 表 し た も

の  

地 ⽅ 債 償 還 ⽀ 出  

財 務 活 動 収 ⼊ ⑧  地 ⽅ 債 の 償 還 な ど に 伴 い 発 ⽣ す る 資 ⾦ の 収 ⼊ を 表 し た も

の  

地 ⽅ 債 発 ⾏ 収 ⼊  

本 年 度 資 ⾦ 収 ⽀ 額 （ D） （ D） ＝ （ A） +（ B） +（ C）   

前 年 度 末 資 ⾦ 残 ⾼ （ E） 前 年 度 決 算 時 点 に お け る 資 ⾦ の 残 ⾼   

本 年 度 末 資 ⾦ 残 ⾼ （ F） （ F） ＝ （ D） +（ E）   
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４．本市における財務分析  

 
 

財務分析指標 ⼀般会計等 全体会計 連結会計 

資
産
形
成
度 

住⺠⼀⼈当たり資産額 776千円 1,197千円 1,512千円 

歳⼊額対資産⽐率 1.87 1.83 1.75 

有形固定資産減価償却率 

（資産⽼朽化⽐率） 
71.4％ 55.4％ 55.9％ 

世
代
間
公
平
性 

純資産⽐率 52.4％ 40.7％ 42.1％ 

社会資本等形成の世代間負担⽐率 19.2％ 26.3％ 27.3％ 

持
続
可
能
性
︵
健
全
性
︶ 

住⺠⼀⼈当たり負債額 369千円 710千円 876千円 

基礎的財政収⽀ 

（プライマリーバランス） 
1,563百万円 2,251百万円 2,671百万円 

債務償還可能年数 6.1年 － － 

効
率
性 

住⺠⼀⼈当たり純経常⾏政コスト 353千円 566千円 701千円 

住⺠⼀⼈当たり⼈件費 69千円 75千円 90千円 

住⺠⼀⼈当たり物件費 77千円 98千円 135千円 

住⺠⼀⼈当たり移転費⽤ 210千円 398千円 510千円 

弾
⼒
性 

⾏政コスト対税収等⽐率 94.4％ 96.5% 96.7% 

⾃
律
性 

受益者負担⽐率 2.0％ 2.9％ 6.3％ 
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指標 数式/説明 

資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるのか 

 住⺠⼀⼈当たり資産額 ◆資産合計／⼈⼝ 

所有する資産額を⼈⼝で除して、⼀⼈当たりの⾦額を算出したものです。 

歳⼊額対資産⽐率 ◆資産合計／（本年度収⼊額＋前年度末資⾦残⾼） 

本年度の歳⼊総額に対する資産の⽐率を表したものです。これまでに取得し

た資産が歳⼊の何年分に相当するかを表しています。 

有形固定資産減価償却率 

（資産⽼朽化⽐率） 

◆有形固定資産の減価償却累計額／取得価額等 

⼟地や建設仮勘定（⾮償却資産）以外の有形固定資産（減価償却資産）を⼀

定の耐⽤年数によって減価償却を実施した場合，年度末における資産が全体

としてどの程度経過しているかの⽐率で 100％に近いほど⽼朽化の程度が⾼

いことを⽰しています。 

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か 

 純資産⽐率 ◆純資産合計／資産合計 

所有する資産のうち純資産の部分は過去及び現世代の負担によるもので，負

債の部分は将来世代が負担することになります。この⽐率が低いほど，将来

世代の負担が⼤きいことを⽰しています。 

社会資本等形成の世代間負担⽐率 ◆地⽅債（地⽅特例債※を除く）／社会資本等（有形固定資産+無形固定

資産） 

所有する社会資本等の財源のうち，将来償還等が必要な負債が占める割合を

算出することにより，社会資本等形成に係る将来世代の負担の⽐率を把握す

ることができます。この⽐率が⾼いほど，将来世代の負担が⼤きいことを⽰

しています。 

持続可能性 財政に持続可能性があるか（どのくらい借⾦があるか） 

 住⺠⼀⼈当たり負債額 ◆負債額／⼈⼝ 

負債（将来世代の負担）が住⺠⼀⼈当たりいくらあるのかを表し，住⺠⼀⼈

当たりの資産額や純資産などと対⽐して財政の健全性を⽰す指標です。 

基礎的財政収⽀ 

（プライマリーバランス） 

◆{業務活動収⽀－（△⽀払利息⽀出）}+{投資活動収⽀－（△基⾦積⽴

⾦⽀出+基⾦取崩収⼊）} 

資⾦収⽀計算書上の業務活動収⽀（⽀払利息⽀出を除く。）や投資活動収⽀

（基⾦積⽴⽀出や基⾦取崩収⼊を除く。）の合算額のことをいい，地⽅債等

の元利償還額を除いた歳出と，地⽅債等発⾏収⼊を除いた歳⼊の収⽀を⽰し

ています。当該収⽀が均衡している場合には，経済成⻑率が⻑期⾦利を下回
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らない限り経済規模に対する地⽅債等の⽐率は増加せず，持続可能な財政運

営であるといえます。 

債務償還可能年数 ◆（将来負担額－充当可能財源）／（経常⼀般財源等（歳⼊）等－経常経

費充当財源等）※財政健全化指標を利⽤ 

地⽅債や退職⼿当引当⾦といった実質債務の全てに対し，償還財源上限額を

すべて償還に充てた場合，何年で現在の債務を償還できるかを⽰す指標で

す。債務償還能⼒は債務償還可能年数が短いほど⾼いといえます。 

効率性 ⾏政サービスは効率的に提供されているか 

 住⺠⼀⼈当たり純経常⾏政コスト ◆純経常⾏政コスト／⼈⼝ 

純経常⾏政コスト（資産形成につながらない⾏政サービス等）は，住⺠⼀⼈

当たりいくらかかっているのかを表しています。 

住⺠⼀⼈当たり⼈件費 ◆⼈件費／⼈⼝ 

⾏政コストのうち⼈件費だけに絞って住⺠⼀⼈当たりのコストを計算したも

のです。⼈件費には，発⽣主義において認識した退職給与引当⾦や賞与引当

⾦も含んでいます。 

住⺠⼀⼈当たり物件費 ◆物件費等／⼈⼝ 

物件費等は外部への業務委託料や社会資本等（事業⽤資産＋インフラ資産）

の使⽤コストを表す減価償却費，維持補修費等の合算額を表しており，この

コストが住⺠⼀⼈当たりいくらになるかを表しています。    

住⺠⼀⼈当たり移転費⽤ ◆移転費⽤／⼈⼝ 

扶助費などの社会保障関係給付や各特別会計への繰出⾦，政策⽬的により市

⺠や各団体などへ⽀出する補助⾦など，⼀般会計以外の事業として進める⾏

政サービスが住⺠⼀⼈当たりいくらになるかを表しています。  

弾⼒性 資産形成等を⾏う余裕はどのくらいあるのか 

 ⾏政コスト対税収等⽐率 ◆純経常⾏政コスト／財源（税収等+国府等補助⾦） 

税収等の⼀般財源等に対する⾏政コストの⽐率を表しています。当該年度の

税収等のうち，どれだけが資産形成を伴わない⾏政コストに使われたのかを

把握することができます。 この⽐率が 100％に近づくほど資産形成の余裕

度が低く，さらに 100％を上回ると，過去から蓄積した資産が取り崩された

ことを表します。 

⾃律性 歳⼊はどのくらいの税収等で賄われているのか（受益者負担の⽔準） 

 受益者負担⽐率 ◆経常収益／経常費⽤ 

地⽅公共団体の経常費⽤のうち，サービスの受益者が直接的に負担するコス

トの⽐率です。 
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5．前年度との⽐較（⼀般会計等財務書類）  

１．貸借対照表                                                     （単位︓百万円） 

勘定科⽬名 令和 3 年度末 令和 2 年度末 ⽐較 勘定科⽬名 令和 3 年度末 令和 2 年度末 ⽐較 

資産の部 負債の部 

固定資産 38,787 38,691 96  固定負債 17,585 18,214 -629 

 有形固定資産 35,499 36,126 -627   地⽅債 14,359 14,904 -545 

  
事 業 ⽤ 資

産 
21,441 21,900 -459 

 

 
退職⼿当引

当⾦ 
3,219 3,293 -74 

 

 

イ ン フ ラ

資産 
13,898 14,158 -260  その他 7 17 -10 

物品 160 68 92 流動負債 1,580 1,728 -148 

無形固定資産 3 6 -3   
１年内償還

予定地⽅債 
1,334 1,454 -120 

投 資 そ の 他

の資産 
3,284 2,559 725 

  

賞与等 

引当⾦ 
235 263 -28 

 

基⾦ 

（減債・そ

の他） 

2,159 1,623 536 その他 12 12 0 

その他 1,125 937 188 負債合計 19,166 19,943 -777 

流動資産 1,506 1,276 230 純資産の部 

現⾦預⾦ 427 427 0 

 

固定資産等 

形成分 
39,777 39,408 369 

未収⾦ 81 126 -45 

基⾦ 

（財政調整） 
990 716 274 

余剰分（不⾜

分） 
-18,649 -19,383 734 

その他 8 8 0 純資産合計 21,127 20,025 1,102 

資産合計 40,293 39,968 325 
負債・純資産 

合計 
40,293 39,968 325 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 

○主な増減理由について  

 ・固定資産︓資産の減価償却や財産の処分などにより有形固定資産が 6.3 億円の減少となったが、ふ

るさとまちづくり応援基⾦への積⽴⾦の増加などにより投資その他の資産が 7.3 億円の

増加となり、結果、固定資産が 1.0 億円の増加となった。  

 ・流動資産︓財政調整基⾦の増加などにより 2.3 億円の増加。 

 ・負債の部︓地⽅債残⾼の減少などにより 7.8 億円の減少。 



16 
 

２．⾏政コスト計算書                       （単位︓百万円） 

勘定科⽬名   令和３年度  令和２年度   ⽐較 

経常費⽤ 18,723 22,597 -3,874 

業務費⽤ 7,839 7,813 26 

⼈件費 3,578 3,542 36 

職員給与費 2,608 2,536 72 

その他⼈件費 971 1,005 -34 

物件費等 4,023 4,027 -4 

物件費 2,947 2,884 63 

維持補修費 100 140 -40 

減価償却費 976 1,003 -27 

その他物件費 － － － 

その他の業務費⽤ 238 244 -6 

⽀払利息 88 113 -25 

その他業務費⽤ 150 131 19 

移転費⽤ 10,884 14,784 -3,900 

補助⾦等 2,686 7,667 -4,981 

社会保障給付 5,735 4,664 1,071 

その他移転費⽤ 2,443 2,453 -10 

経常収益 379 387 -8 

使⽤料及び⼿数料 203 202 1 

その他経常収益 176 185 -9 

純経常⾏政コスト 18,344 22,210 -3,866 

臨時損失 1 5 -4 

臨時利益 29 3 26 

純⾏政コスト 18,316 22,211 -3,895 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 

○主な増減理由について  

 経常費⽤・・・新型コロナウイルス感染症対策として実施した特別定額給付⾦給付事業の終了などに

より補助⾦等などが減少し、38.7 億円の減少。 
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３．純資産変動計算書                       （単位︓百万円） 

勘定科⽬名 令和３年度 令和２年度 ⽐較 

前年度末純資産残⾼① 20,025 19,294 731 

純⾏政コスト（△）② -18,316 -22,211 3,895 

財源③ 19,424 22,980 -3,556 

税収等 12,470 12,244 226 

国府等補助⾦ 6,954 10,736 -3,782 

本年度差額④（②+③） 1,108 769 339 

固定資産等の変動（内部変動）    

有形固定資産等の増加 375 307 68 

有形固定資産等の減少 -1,000  -1,011 11 

貸付⾦・基⾦等の増加 1,559 1,393 166 

貸付⾦・基⾦等の減少 -560 -627 67 

その他⑤ -5 -38 33 

本年度純資産変動額⑥（④+⑤） 1,102 731 371 

本年度末純資産残⾼⑦（①+⑥） 21,127 20,025 1,102 

※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 

○主な増減理由について  

 国府等補助⾦・・・新型コロナウイルス感染症対策として実施した特別定額給付⾦給付事業の終了な

どにより 37.8 億円の減少。 
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４．資⾦収⽀計算書                       （単位︓百万円） 
勘定科⽬名 令和３年度 令和２年度 ⽐較 

業務（⾏政サービス）活動収⽀    

業務（⾏政サービス）⽀出 17,837 21,554 -3,717 

業務（⾏政サービス）費⽤⽀出 6,952 6,770 182 

 ⼈件費⽀出 3,681 3,524 157 

物件費等⽀出 3,043 3,022 21 

⽀払利息⽀出 88 113 -25 

その他の⽀出 141 111 30 

移転費⽤⽀出 10,884 14,784 -3,900 

業務（⾏政サービス）収⼊ 19,730 23,276   -3,546 

臨時⽀出 － － － 

臨時収⼊ － － － 

業務（⾏政サービス）活動収⽀ 1,893 1,722 171 

投資活動収⽀    

投資活動⽀出 1,834 1,583 251 

公共施設等整備費⽀出 375 300 75 

基⾦積⽴⾦⽀出 1,247 1,009 238 

その他投資活動⽀出 201 274 -73 

投資活動収⼊ 605 542 63 

国府等補助⾦収⼊ 112 31 81 

基⾦取崩収⼊ 437 503 -66 

その他投資活動収⼊ 57 8 49 

投資活動収⽀ -1,228 -1,041 -187 

財務活動収⽀    

財務活動⽀出 1,454 1,585 -131 

地⽅債償還⽀出 1,454 1,585 -131 

その他財務活動⽀出 － － － 

財務活動収⼊ 789 1,058 -269 

地⽅債発⾏収⼊ 789 1,058 -269 

その他財務活動収⼊ － － － 

財務活動収⽀ -665 -527 -138 

本年度資⾦収⽀額 0 153 -153 

前年度末資⾦残⾼ 427 274 153 

本年度末資⾦残⾼ 427 427 0 

 ※表において、百万円単位の端数調整により、合計と内訳などが⼀致しない場合があります。 

○主な増減理由について 
 業務活動収⽀・・・新型コロナウイルス対策に係る地⽅交付税の増加などにより 1.7 億円の増加。 

 投資活動収⽀・・・投資活動⽀出について将来の公共事業等を⾒据えた基⾦の積み⽴てやふるさとま

ちづくり応援基⾦への積⽴⾦などの増加により投資活動収⽀は 1.9 億円の減少。 


